
































　「就労・自立支援の基本方針」と新設された「就労活動促進費（2013 年 8 月〜）」，「就労自立給
付金（2014 年 7 月〜）」をあわせた政策パッケージを「切れ目のない就労・自立支援とインセン
ティブの強化」（次頁図 1）と呼ぶ。それは生活保護受給者を以下の 1．〜5．の手法で自立へと導く。
（1）　2013 年 5 月 16 日付社援発 0516 第 18 号厚生労働省社会・援護局長通知（2019 年 5 月 27 日社援発 0527 第 1 号
による改正まで）。















































a　「自立活動確認書」に基づき，以下の b 〜 d に定める求職活動を行っていること
b　月 1 回以上求職先の面接を受けている又は月 3 回以上求職先に応募していること
c　月 1 回以上保護の実施機関の面接を受けること







































































































（8）　「就労支援促進計画の策定について」2015 年 3 月 31 日社援保発 0331 第 22 号厚生労働省社会・援護局保護課長




（11）　本稿執筆時点（2021 年 4 月）では，2021 年度までの達成目標（KPI）として，①就労支援事業の事業参加率
65%，②就労・増収率 50%，③「その他の世帯」の就労率 45% とされている（出所：「経済・財政再生計画改革工














































が課されている（「生活保護受給者等就労自立促進事業協議会の設置について」2010 年 2 月 19 日職発 0219 第 3 号，
能発 0219 第 2 号，雇児発 0219 第 3 号，社援発 0219 第 4 号厚生労働省職業安定局長，職業能力開発局長，雇用均
等・児童家庭局長，社会・援護局長通知（2015 年 3 月 31 日職発 0331 第 16 号，能発 0331 第 29 号，雇児発 0331








































‌ 出所：「生活保護法施行事務監査の実施について」2000 年 10 月 25 日社援第 2393 号厚生省社会・援護局通知（2020















　両市の共通項は「刑罰国家」（Wacquant‌ 1999 ＝ 2008）的ともいえる不正受給対策と厳罰化傾向
である。他都市に比べ高い保護率，被保護人員を有する大阪市は，ケースワーカーの不足も深刻で
あり，標準数（80 世帯／ 1CW）換算で 400 名以上のケースワーカーが不足している。その反面
「適正化」と称する不正受給対策には並々ならぬ予算と人員を注いでおり，警察官 OB らで構成さ
れる不正受給調査専任チームを設置し担当職員を全区の窓口に 42 名配置。その単年度予算は総額







み行うよう通知している（18）。しかしながら千葉市の徴収金の加算措置件数は 2014 〜 19 年度の 6 年
（16）　大阪市「生活保護適正化にかかる予算措置状況について」‌




不正受給期間が長期に渡る場合（出所：「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについて」2012 年 7 月




間で 514 件と政令市のなかでも突出している。当該年度の政令市合計は 1,498 件であり，およそ
1 ／ 3 を千葉市が占める計算となる（19）。まさに生活保護の刑罰化を牽引する 2 市といえる。
　大阪市・千葉市の保護行政の刑罰傾向を決定づけたのが，市長主導のプロジェクトチーム（PT）
の存在である。2009 年 9 月，当時の大阪市長が生活保護行政特別調査プロジェクトチームを設
置（20）。自ら座長となり，チーム内に適正化推進チームを設置するなど不正受給や貧困ビジネスへの
対策を強化した（21）。千葉市でも大阪市の動きを参考に，歴代最年少市長として話題になった当時の


















ム（PT）のこれまでの取り組み」（2011 年 12 月）。同プロジェクトチームは首長の交代に伴い「生活保護適正化
連絡会議」に変更するも基本的な方針は維持されたまま現在に至っている。
（22）　千葉市「生活保護自立支援強化プロジェクトの主な取り組み状況　生活保護自立支援強化プロジェクトチー
ム」URL:‌https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/hogo/pt-torikumi.html（2021 年 4 月 5 日確認）。












し，保護受給に至らなかった場合：1 人あたり 60,000 円（27）。
（2）職場定着による加算（対象は事業支援就職者）
　①就労開始後 3 ヵ月の職場定着――給与月額 5 〜 10 万円未満：10,000 円，10 万円以
上：20,000 円。
　②就労開始後 6 ヵ月の職場定着――給与月額 5 〜 10 万円未満：5,000 円，10 万円以上：
10,000 円。
2．委託料の減算
　事業の「就職率」が 50％を下回った場合は，基本委託料から減額する。a‌ 就職率 45 〜
50％未満：基本委託料の 1％，b‌40 〜 45％未満：基本委託料の 2％，c‌40％未満：50％か
ら就職率を減じて得た率。 （26）‌（27）
　千葉市の事業開始は 2010 年 10 月からだが，（おそらく大阪市の事業を参考に）2012 年度から就
労定着や就労者数の実績に応じた委託料の減額措置・インセンティブ制度を導入している（28）。
1．成功報酬（上限 1000 万円までに設定）
　①就労廃止：就労により保護廃止となった生活保護受給者 1 世帯あたり120,000 円
　②就労開始：基準就労者数（1,000 人）を超えた場合，就労者数 1 人あたり 12,000 円を
加算。基準に不足する場合，同 1 人あたり 12,000 円を減算。
2．減額措置
　全就労者に対する就労定着期間が 3 か月以上の者の割合（定着率）が目標値（50%）を
下回った場合，基本委託料から減額する。①定着率 45 〜 50% 未満：基本委託料の 1%，








（27）　消費税増税の影響で，現在の加算額には端数が生じている（60,000 円→ 61,111 円）が，本稿では省略した。
（28）　以下は，千葉市「令和 2 年度千葉市被保護者に対する就労支援事業及び就労準備支援事業業務委託仕様書」を
基にまとめた。



































（31）　「未来投資戦略 2018」（2018 年 6 月 15 日閣議決定）で「成果連動型民間委託契約方式の普及促進」が謳われ，
内閣府に成果連動型事業推進室が設置，一般財団法人社会変革推進財団（2019 年に社会的投資推進財団と社会変
革推進機構が合併）とともに日本における PFS，SIB の推進を主導している。





（35）　本稿では生活保護受給者の就労という財政効果が比較的描きやすい題材を取り上げているが，PFS や SIB に
おける成果・社会的インパクトは非金銭的領域でこそ真価を発揮する。そこでは非経済的活動の商品化を可能に
































給付金は 8.0 億円（支給件数 13,351 件），就労活動促進費 337 万円（同 550 件）である。2018 年度
被保護世帯数・人員は約 164 万世帯・210 万人（被保護者調査）であるから，就労自立給付金は保










　一方で，被保護者就労支援事業は，大阪市では総事業費 5.6 億円（基本委託料 5.3 億円＋インセ

























（36）　いずれも 2018 年度実績額。平成 30 年度生活扶助費等国庫負担金にかかる事業実績報告書から筆者が積算し
た。
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